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    山田礼子（同志社大学社会学部教授、初年次教育学会会長、大学教育学会常任理事） 
   報告１「地域を舞台にした初年次教育への試み」垣花渉（石川県立看護大学准教授） 
   報告２「１年前期必須科目『大学・社会生活論』の運営と課題」古畑徹（金沢大学教授） 

























19 年 6 月の改正教育職員免許法の成立により導入された教員免許更新制において、発達障害について
の最新知識習得が、全ての教員に対して必修化されたことを確認しておきたい。すなわち、この制度
では、「教育の最新事情に関する事項」について 12 時間以上 受講・修了することが義務づけられ、「免
許状更新講習規則第四条第二項に規定する事項の詳細な内容及び同令第六条に規定する修了認定の基



















体制整備等状況調査結果について」（平成 22 年 4 月 13 日 ）によれば、「校内委員会の設置率」78.9%
（平成 18 年度は 25.2%）などに見られるように、この数年、高校における組織整備はかなり進展した。
もちろん、日本発達障害者福祉連盟編『発達障害白書 2011 年版』（日本文化科学社、2010 年 9 月）が
指摘するように、「仮に学校組織が整備されていても、大事な『個別の計画』はほとんど作成されてい
ない」（77 頁）という状況が続いているが、京都朱雀高校特別支援教育研究チーム『高校の特別支援
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